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発行 がんばれ くぼたみきの会 新型コロナウィルスの蔓延が続き、未だ終息の兆しが見えないコロナ禍の現状。世

界、日本、そして葉山町の経済状況もどうなっていくのか、不安が募ります。

葉山町の課題として、給食センター整備事業・公共施設の大規模改修・公共下水

道事業、そしてクリーンセンター再整備事業と大規模予算を必要とする事業か計

画されています。しかし先の見えない経済状況の中、給食センター事業は4月に行うは

ずだった入札が延期され、2022年9月からの中学校給食開始は断念されました。中

学校給食実施を公約に掲げた山梨町長が2012年に就任し、動き出した計画ですが、コロ

ナ禍の影響とはいえ、変更は4度目です。そのほかの大型事業も計画通りに進めるのは

難しいのではと考えます。

議会に、「葉山町学校給食センター整備計画見直しについての陳情書」土砂災害

警戒特別区域内に建設される給食センターは、先日の南郷中学校通学路での崖崩れ、

今後も更なる崖崩れ発生可能性への危惧、また今後の歳入減少による財政見直しの必

要性があり、原点に戻り見直しを求める陳情が提出されました。１６億円あまりの予

算をかける大型事業、町からは延期されている入札はどんな状況になれば再開するの

か明確な答はありません。陳情審査では「議決を経て進めている事業であり、見直し

には賛同できない」として、否決されました。コロナ禍の中、大きな事業計画は葉山

町でも立ち止まざるを得ません。

愛川町では、2017年7月に中学校給食の方式が検討が開始され、親子方式で今年９月

に中学校給食が始まります。計画では、経費もアレルギー食対応も親子方式の方が有

益であるとしています。葉山町の計画では、センター方式の方が有益と評価されてい

ます。大きな施設の中で一人ひとりに配慮していく方が難しいと思うのですが。基準

面積の関係で親子方式は出来ないとして試算も行って来なかった葉山町ですが、愛川

町では 、面積は必須条件ではないと親子方式に取り組みました。

中学校給食に取り組むと検討委員会を立ち上げ、子ども達、保護者にアンケー

トをとってから10年が経ちます。町民の方々の想いの多くは中学校給食の実施で

はないでしょうか。ここまで進んでいかない計画。町の答弁からは先が見えてこ

ない今こそ、見直すべきと訴えました。

連絡先 875-7126 （阿部）

特定の検察幹部の定年を、内閣の意向で特例的に延長することを可能にする

「検察庁法改定案」森友学園、桜を見る会など、安倍首相自らが関わる問題が

続出する中で、司法を都合。良く動かせる人材を、特別に抜てきする必要があ

るのでしょう。コロナ禍の最中に急いで強行しようとしたことに、国民の怒り

が沸騰し、安倍政権は今国会での成立を断念しました。

さらに、ことの発端である黒川弘務東京高検検事長が、賭けマージャンの発

覚で辞任。「訓告」という軽すぎる処分を巡って、官邸が主導したのではない

かと問題になっています。この「検察庁法改定案」は黒川氏の定年延長のため

の違法な「解釈変更」で、閣議決定した後付けです。この閣議決定について問

題はないと、安倍首相は撤回していません。したがって、このままでは今後も

同じことが繰り返される恐れがあり、黒川氏の処分の内容を問うとともに、検

察幹部の定年延長「特例」と黒川氏の定年延長の撤回を求めていく必要があり

ます。

新型コロナウイルス感染拡大を防ぐために発令された、緊急事態宣言が50日

ぶりに解除され、ＷHOは成功例として日本を評価しています。しかし、増えな

いＰＣＲ検査や補償の不十分な休業要請など、きれいごとばかりで国民の気持

ちに沿わない安倍政権の対応は、国民の信頼を失っています。

国民の幸福のためにある政治を私物化し、劣化させてきた安倍政権。コロナ

対策は間違っているのに、死亡者が少ないと不思議がられている日本。

冷たい国の対応に怒り、生活の多大な支障をきたしたながらも、国民の多く

が行動を抑制して協力していることが、感染拡大を防いでいる一つの要因です。

あきらめず、もっと早く！もっと補償を！医療現場に必要な支援を！と声をあ

げ続けましょう。

コロナ禍の中で
町議会議員 くぼた みき

一人ひとりの声が、政治を動かす
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